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1 は じ が き

岩手県北部から青森県にかけての大平洋沿岸は,夏期 ,

「ヤマセ」と呼ばれる偏東風が吹走し,低温・多湿 少照
となるため,しばしば農作物が大被害を受ける「ヤマセ常

襲地帯」として知 られている。

ヤマセの風速は比較的弱いことから,防風妹 防風垣
防風ネットなどによって風をさえぎることにより,減風及

び昇温等の効果力鴻 られ,水稲の生育によい影響を与える
1)

ことが多数報じられている。

そこで,防風ネットが微気象に及ぼす影響とそれが野菜

の生育・収量に及ぼす影響について検討したので報告する。

2試 験 方 法

(1)供試防風ネット 寒冷紗■■0,設置の高さ18″
(Hと する),長さ100″ ,設置の方向 南北。
●)調査地点 -15H(対 照地点),-5H,+5H,+10
H,+15H,+20H(― は防風ネットに対 して東側 ,+は
西側 )。

(0 微気象観測点の位置 地上50磁
0)耕種概要 表 1参照

表 1 各野菜の耕種漑要

(" 気温 卜昇効果

前述の期間における日平均気温の積算値は,-15Hが 26
41C, -5Hが 2677℃ , +5Hが 2769C, +10Hが
2722C,+15Hが 2683℃ ,+20Hが 2658℃ であった。
最も昇温効果の高い+5Hでは,-15Hに対して , 1日 当
たり064℃ の昇温がみられた。

また,5月 11日～ 9月 30日の日平均気温では,-15Hに
対し,-5Hで 03℃ ,+5Hで 06℃ ,+10Hで 03℃ ,
+15Hで 01℃の昇温がみられた。

このように,防風ネットによる昇温効果の及ぶ範囲は ,
ヤマセの強い期間に限れば,-5～+15Hと広いが, 5‐

月の長期間では,-5～ +10Hと やや狭くなるようである。

●)野菜の生育・収量等に及ぼす影響
1)レ タス

は種後60日 の草丈・葉数・地上部電は,-5～+20Hでま
さり,生育促進効果が認められた。しかし,結球中期から

の高温によって判奥病が発生し,+5～ +20Hの腐敗株率
が高かったため,収量は,-5Hが やや増収したものの十
5～ +20は減収した。

2)キ ャベッ

定植後30日 の地上部重は,-5～ +10Hでまさったが ,
収穫時の全重 球重は-15Hが最もまさり,生鷲撻進効果
は判然としなかった。しかし,-15Hを除けば,防風ネッ
トから遠さかるにしたがって生育が劣る傾向がみられる。

3)ダイコン

は種後311日及び収穫時の草丈・葉数・全重は,-5～+20

Hできまり,生育促進効果が認められた。しかし,早期の

花芽分化と抽台により,どの地点においても商品価値を有

するものは収穫できなかった。

このことから,生育促進をもたらした減風 昇温効果は
この作型におけるダイコンの花芽形成を抑えるはどの効果

ではなかったと考えられる。

4)ハ クサイ

は種後30日の草丈 ‐葉数 地上部重が-15Hよ りまさっ
たのは+5Hのみであったが,キ ャベッ同様,-15Hを除
けば,防風ネットから遠さかるにしたがって生育が劣る傾

向がみられる。
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3 試験結果及び考察
(1)減風効果

昭和58年 6月 21日 ～ 7月 10日 の20日間は,ヤマセが連日

吹走し,低温 多湿 少照となった。この期間の日平均風
速についてみると,-15Hに 対し,+5Hで は583%の 減
風率力蒋 られたが,+20Hでは減風効果がみられなかった。

また,この期間の+5Hにおける最大減風率は833%であった。
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表2 積算気温及び平均気温

注 測定期間は,昭和58年 5月 11日 ～9月 30日

表3 防風ネットが野菜の生育 収量に及はす影響 (昭 58)

譴
積 算 気 温

℃

Ｈ

差

‐５

の
一　
と

平 均 気 温

℃

Ｈ

差

‐５

の
一　
と

-15H
-5H
+5H
+10H
+15H
■ 20H

2,410

2.461

2,499

2,462

2,438

2.415

+51
+89
+ 52
+28
+ 5

169
172
175

172
170
16 9

+03
+06
+03
+01
+00

作  物
項  目~地

 点 -15H -5H +5H +10H +15H +20H

レ タ ス

重

重

率

量

。日．葉̈
株
鰤穫圭．

は
収

障

収

タ

′

%
″/a

44 6

3680
360
174 5

466
392 5

340
185 0

566
433 0

460
1624

555
3405
640
817

47 4

338 0

68 0

78 4

475
3445
720

キャベツ

重

重

率

量

囀い株
翻穫宝ロ

定
収

障

収

′

′

%
ズタ/a

1426

1,007 0

120
369 5

1507
1,002 0

100
876 1

1730
996 0

160
348 9

1588

'700180
331 7

1410
,39 0

220
305 4

1322

867 0

260

ダイコン
重

重

率

』

囃

株

動
穫

ムロ

は
収

抽

タ

タ

％

128
447 0

900

158
532 0

900

28 7

575 0

800

244
457 0

05 0

216
446 0

950

172
396 0

ハクサイ

重

重

率

量

は
収

障

収

タ

′

%

″/a

6

1.676 0

300
489 0

21 9

1,8340

340
505 0

32 1

2.0760

580
3640

184
1,7660

420
42, 0

17 5

1,6340

360
436 0

148
1,686 0

320

ナガイモ

萌芽に要した日数
値付後57日 。つる長
収 穫 時 い も 重

量収

日

′

核/a

41

23 2

661 7

204 2

37

3,4
698 1

215 4

31

449
8214
2535

36

320
7127
2199

39

23 3

65, 1

203 4

41

252
528 0

1629

収穫時の全重・球重は-5～ +10Hできまったものの ,
蜘腐病の発生が-5～+15Hで多かったため,収量は,-5
Hがやや増収し,+5～ +20Hが減収した。
5)ナガイモ

萌芽までに要した日数は,-5～ +15Hが -15Hよ りも
2～ 10日 短く,+5Hは最も早く31日で萌芽した。このこ
とから,地温上昇効果もあると考えられる。

初期生育は,萌芽の早かった-5～ +15Hでまさり,生
育促進効果が認められた。

収穫時のいもの肥大は,全期間の昇温効果の高い-5H
～+10Hでまさり,こ の範囲で増収した。

4 ま

供試したすべての野菜で,防風ネットに近いところの生

育がまさり,生育促進効果が認められた。効果の範囲は ,

昇温効果の高い-5～ +10Hであった。また,ナガイモは ,
-5～ +10Hで ,レタス・キャベッ・ハクサイは-5Hで

それぞれ増収しており,増収効果も認められた。

しかし,レタス・ハクサイ・キャベッ・ダイコンでは ,

昇温効果の高い地点で軟腐病の発生が多くみられ,こ れに

品質 収量を低下させる大きな要因となった。
防風ネットの設置によって,まず,減風による直接的な

効果が現われる。次に,この減風効果に伴って気温や地温

の上昇効果がみられる。更に,こ の昇温効果に伴って,生

育 収量あるいは病害の発生・花芽形成等に各種の影響が
現われると考えられる。

このように,防風ネットの効果には,作物によって生育

促進効果とともに,病害の発生が増加するというマイナス

の効果もあるので,活用上の注意が必要である。
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